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研究協力者 岩上将夫  筑波大学 医学医療系 ヘルスサービスリサーチ分野 助教 

  

研究要旨 

本研究分担班では、昨年度に引き続き医療・介護保険レセプトデータ活用を推し進め、特

に医学生や若手医師を対象にした人材育成に一層力を入れた。 

昨今、国内外で、地域医療や地域包括ケアシステムの教育の必要性が明記されるなど、医

学教育にも病院内での急性期医療のみでなく、退院後の社会的課題を含めた長期的視点が重

要とされている。我々は、こうした視点の教育にあたり、個別の地域医療教育に加え、地域

のデータに基づく集団の視点の分析を学ぶことの意義を考え、当初から医学生や若手に地域

データの分析機会を設けてきた。本研究班により、その取り組みが加速でき、今年度は教育

方法のシステム化を進め、国際誌掲載などの成果をあげることができた。 

論文発表の成果としては、医学部5年生（現在6年生として当教室の新医学専攻プログラム

を専攻）が「つくば市高齢者福祉計画策定のためのアンケート調査」データを解析し、通院

する医療機関数とポリファーマシーのリスクの関連を明らかにした（BMC Health Serv Res. 

2020 Apr 26;20:359）。学会発表としては、医学部6年生や公衆衛生修士学生が、日本公衆衛

生学会および日本疫学会の2020年度学術総会にて、種々の大規模データ（国民生活基礎調査

データや市町村の医療・介護レセプト連結データ）を用いて、研究計画立案から統計解析、

ポスター・口演スライド作成、質疑応答までの一連の流れを実践した。さらに、筑波大学の

中で、本分野のエキスパートである早稲田大学野口晴子教授、米国UCSFのMoody Levin 

Sandra Yvonne教授の招請講演（セミナー）を行った。最後に、本研究協力者である岩上将

夫が2020年度のNDB・DPCデータベース研究人材育成短期集中セミナーにて講義を行った。 

各種疾病の治療後の長期予後や生活状況に関心を持つ医学生や若手医師は多く、医療・介

護ビッグデータや市町村ニーズ調査は、彼ら彼女らのそうした関心からのリサーチクエスチ

ョンに対応できる部分であり、医学教育としての意義も大きいことが改めて実感できた。ま

た、本事業の目標である幅広いビッグデータ研究にかかわる人材育成に貢献することができ

た。 
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はじめに 

昨今、WHOでWorld Health Assembly in 

May 2016においてFramework on 

integrated people-centred health services 

(IPCHS) が議論され

（https://www.who.int/servicedeliverysafet

y/areas/people-centred-

care/framework/en/）、また医学教育モデ

ル・コア・カリキュラム（平成 28 年度改

訂版）においても、｢地域医療や地域包括ケ

アシステムの教育｣として章を設け、 ｢超高

齢社会を迎え地域における福祉介護等の関

係機関との連携により、包括的かつ継続的

な地域完結・循環型医療』の提供を行うこ

とが必要とされ、卒前教育にも、多職種連

携・多職種協働やチーム医療を具体的にイ

メージできるカリキュラムが求められてい

る。『医師として求められる基本的な資

質・能力』に地域医療やチーム医療、コミ

ュニケーション能力を列挙するのみなら

ず、A-4-1)コミュニケーション、A-4-2)患者

と 医師の関係、A-5-1)患者中心のチーム医

療、A-7-1)地域医療への貢献、B-1-7)地域医

療・地域保健（A-7-1)と学修目標を共有させ

た）、F-2-15)在宅医療と介護、G-4-3)地域

医療実習の各項目で 触れている。なお、単

に高齢者に対する医療や介護だけではな

く、全年齢を見据えた予防も含めた地域保

健や関連する地域福祉の理解と実践が求め

られる。｣としている。

（https://www.mext.go.jp/component/a_me

nu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/20

17/06/28/1325989_28.pdf）。 

我々は、こうした視点を教育するにあた

り、個別の地域医療教育に加えて、地域の

データに基づく集団の視点の分析を学ぶこ

との意義を考え、当初から医学生や若手に

地域データの分析機会を設けてきた。本研

究班により、これらの取り組みが加速で

き、さらに今年度は教育方法のシステム化

を進め、国際誌掲載などの成果をあげるこ

とができた。また本研究班の取り組みから

得た人材育成の知見に基づき、教員がシン

ポジストや教育講演をする機会も得ること

ができたので報告する。 
 

I 医療・介護保険レセプトデータ活用による

研究・人材育成（１）論文発表 

本年度は医療・介護ビッグデータ活用によ

る論文を 1 件発表した。解析及び論文執筆

は、本研究分担者（田宮）および本研究協

力者（岩上）の指導のもと、当教室（筑波

大学ヘルスサービスリサーチ分野）に所属

する医学部 5 年生（現在 6 年生として当教

室の新医学専攻プログラムを専攻）が行っ

た。下記に論文の要旨をまとめる。 

 

1. 論文タイトル：Number of consulting 

medical institutions and risk of 

polypharmacy in community-dwelling 

older people under a healthcare system 

with free access: a cross-sectional study in 

Japan（BMC Health Serv Res 

. 2020 Apr 26;20:359）（参考資料 1） 

【発表者】：鈴木俊輝（医学部 5 年） 

【目的】：日本のフリーアクセスの医療制

度下では、患者はかかりつけ医の紹介なし

に複数の医療機関（診療所や病院を含む、

一般または専門家の診察）にかかることが

可能である。これは潜在的にポリファーマ

シーのリスクを高めていると考えられ、本

研究では、通院中の医療機関数とポリファ

ーマシーとの関連を検討した。 

【方法】：2016 年に茨城県つくば市で行わ

れた自己記入式のアンケート調査票を用

い、1 つ以上の疾患を抱え、1 つ以上の医療

機関に通院中である 65 歳以上の人々を特定

した。独立変数は、通院中の医療機関数

（1、2、または 3 以上）、従属変数はポリ

ファーマシー（6 種類以上の処方薬の使用）

とした。多変量ロジスティック回帰分析を



197 

 

行い、年齢、性別、経済状況、および併存

疾患の数と種類を調整した。交絡の影響を

最小限に抑えるために、患者を通院中の医

療機関数が 1 つと 2 つ以上の 2 グループに

分け、傾向スコアマッチング解析を行っ

た。 

【結果】：993 人の研究対象者（平均（標

準偏差）年齢：75.1（6.5）歳、男性：

52.6％）のうち、15.7％（156/993）がポリ

ファーマシーであった。通院中の医療機関

数が 1 つ、2 つ、および 3 つ以上の人のポ

リファーマシーの割合は、それぞれ 9.7％

（50/516）、16.6％（55/332）、および

35.2％（51/145）であった。通院中の医療

機関数が 1 つの人と比べて、ポリファーマ

シーの調整後オッズ比（95％信頼区間）

は、通院中の医療機関数が 2 および 3 以上

の人において、それぞれ 1.50（0.94-2.37）

および 3.34（1.98-5.65）であった。傾向ス

コアマッチング解析では、通院中の医療機

関数が 1 つの 516 人と 2 つ以上の 477 人の

患者から、307 ペアが選出された。ポリフ

ァーマシーの割合は、それぞれ 10.8％

（33/307）と 17.3％（53/307）であった

（P = 0.020）。ポリファーマシーのオッズ

比（2 以上 vs 1 医療機関）は 1.73（95％信

頼区間 1.09-2.76）であった。 

【考察】：本研究結果より、より多くの医

療機関に通院している患者は、ポリファー

マシーのリスクが高いことが明らかとなっ

た。医師や薬剤師による積極的な処方薬情

報の収集、適切な処方レビューの実施が重

要である。ポリファーマシーの問題に対処

するため、特にフリーアクセスの医療制度

のある国々では、かかりつけ医を強化する

必要があるだろう。 

 

以上のように、医療・介護ビッグデータを

有効に活用し新たな医学的知見を得ること

ができた。また、研究計画立案から、デー

タクリーニング、統計解析、論文執筆、論

文投稿、レビューワーとのやり取り、まで

の一連の流れについて、次世代を担う若手

に経験してもらうと共に、明確な成果物と

して世に発信することができた。今回の論

文執筆をきっかけに将来この分野をリード

したいと言ってくれており、今後の活躍が

期待できる。 

 

II 医療・介護データ活用による研究・人材

育成（２）学会発表 

本年度は４つの医療・介護ビッグデータ活

用による学会発表を行った。解析及びポス

ター・口演スライド作成は、本研究分担者

（田宮）および本研究協力者（岩上）の指

導のもと、当教室（筑波大学ヘルスサービ

スリサーチ分野）に所属する医学生や公衆

衛生学修士学生が行った。下記にそれぞれ

の発表の要旨をまとめる。 

 

1.発表タイトル：軽度要介護者の認定調査

による機能・行動特性と２年間の要介護度

重度化の関連（2020 年度第 31 回疫学会学

術総会）（参考資料 2） 

【発表者】：鈴木愛（修士 1 年） 

【背景】要介護認定者の大幅な増加を背景

に、要介護度の重度化を予防する取り組み

が重要であり、重度化しやすい者を明らか

にする必要がある。 

【目的】軽度要介護者の要介護認定調査時

の機能・行動特性とその後の要介護度重度

化の関連を明らかにすることを目的とし

た。 

【方法】千葉県柏市の要介護認定調査と医

療レセプトを連携したデータを用いた。

2012 年 7 月〜2013 年 3 月に要介護認定調

査を受け、かつベースラインで要支援 1・

2、要介護 1・2 の 65 歳以上を対象とし、が

んの診断がある者は除いた。アウトカムは 2

年後の要介護重度化であり、観察期間中の

死亡者を考慮したモデル（死亡を要介護度

重度化と見なす）と死亡者を除外したモデ
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ルで検証した。曝露要因は要介護認定調査

時の機能・行動特性であり、認定調査の基

礎調査 74 項目から「中間評価項目得点」と

して計算される 5 群(身体機能・起居動作、

生活機能、認知機能、精神・行動障害、社

会生活への適応、各群は 0〜100 点で計算さ

れ高得点なほど機能が良好)の各得点とし

た。分析は、性別、年齢で調整した二項ロ

ジスティック回帰分析をベースラインの各

要介護度別に行った。 

【結果】研究対象者は 3404 人、68.4％が女

性であった。多変量解析の結果、死亡を考

慮したモデルでは要支援 1：認知機能、社会

生活への適応、要支援 2：認知機能、精神・

行動障害、社会生活への適応、要介護 1：精

神・行動障害、社会生活への適応、要介護

2：認知機能、社会生活への適応が要介護度

重度化に関連していた。死亡を除いたモデ

ルでは要支援１と要介護 1 で要介護度重度

化に関連する要因が異なり、同定された要

因は要支援 1：身体機能・起居動作、精神・

行動障害、社会生活への適応、要介護 1：認

知機能、精神・行動障害、社会生活への適

応であった。 

【結論】軽度要介護者において要介護度重

度化に共通して関連していた要因は「社会

生活への適応」であり、それ以外の要因は

各要介護度で異なっていた。こうした認定

時の状態に基づいて重度化しやすい者が特

定でき、要介護度重度化予防につなげられ

る可能性がある。 

 

2. 発表タイトル：高齢者施設入所者におけ

る入院と死亡の発生割合と在所率に関する

検討（2020 年度第 31 回疫学会学術総会）

（参考資料 3） 

【発表者】：浜崎曜子（修士１年） 

【背景】国内における高齢者施設の入所者

数は増加し続けているが、施設種別ごとに

入所者の入院・死亡等の発生を記述した報

告は我々の知る限りこれまでない。 

【目的】65 歳以上の高齢者施設入所者につ

いて、入所後の入院と死亡の発生と在所状

況を施設の種類別で明らかにすることを目

的とした。 

【方法】2014 年 4 月～2019 年 3 月の茨

城県つくば市の医療レセプト、介護レセ

ト、要介護認定調査データを利用した。対

象は 2015 年 4 月～2018 年 3 月に介護

老人保健施設(以下、老健)、介護老人福祉施

設(以下、特養)、有料老人ホーム等の特定施

設(以下、特定施設)、認知症高齢者グループ

ホーム(以下、グループホーム)に新規入所し

た者とした。入所者は要介護度で区別し、

施設種別に入所後 1 年間の入院・死亡割合

及び入所後 180 日・1 年での在所率を記述

した。さらに、入院発生割合と施設種別の

関連について要介護度で層別化し、拡張 

Mantel-Haenszel 検定を行った。 

【結果】解析対象者 1361 名(老健 723、特

養 356、特定施設 80、グループホーム 

202)のうち、入所後 1 年間の入院発生割合

は老健で 39.6%、特養で 32.9%、特定施設

で 28.8%、グループホームで 33.7%であっ

た。死亡発生割合は老健で 4.2%、特養で 

11.2%、特定施設で 10.0%、グループホー

ムで 1.5%であった。入所から 180 日後と 

1 年後の在所率はそれぞれ老健で 48.3%、

32.6%、特養で 76.1%、53.7%、特定施設で 

68.8%、53.8%、グループホームで 71.8%、 

55.9%であった。要介護度で層別化した入院

発生割合は、比較可能な要介護度 3 以上の

者では施設種別間で有意差を認めなかった

(p=0.43)。 

【結論】高齢者施設入所者は入所後 1 年間

で 28.8～39.6%入院し、老健で最も多いこ

とが分かった。また、施設入所後 1 年間で 

1.5～11.2%死亡し、その割合は特養で最も

多かった。入所後 1 年間での在所率はグル

ープホームで最も高く、老健で最も低かっ

た。要介護度で層別化した入院の発生割合

は施設間で有意な差を認めなかった。 
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3. 発表タイトル：介護福祉施設入所者の医

療費の実態および関連要因（2020 年度日本

公衆衛生学会学術総会）（参考資料 4） 

【発表者】：酒井晶子（医学部 6 年） 

【目的】介護福祉施設（特別養護老人ホー

ム）入所者における入所後 1 年間の医療費

の分布を記述し, 関連要因を検討した. 

【方法】つくば市の国民健康保険制度およ

び後期高齢者医療制度の医療レセプトおよ

び介護レセプトデータを連結して研究に用

いた. 2014 年 10 月から 2018 年 3 月の間に, 

介護福祉施設に入所した高齢者(65 歳以上, 

入所時の要介護度が 3 以上)を同定し, 入所

から 1 年間でかかった医療費を算出し, 医療

費の内訳を明らかにした. 医療費と関連する

要因を検討するために, 医療費をアウトカム

とし, 年齢, 性別, 要介護度, 入所前半年間

の入院の有無, 国民生活基礎調査で介護の原

因疾患として挙げられている 22 疾患(脳出

血, 脳梗塞, その他の脳血管障害, 虚血性心

疾患, 不整脈, 心不全, その他の心疾患, 悪

性腫瘍, 慢性閉塞性肺疾患, 肺炎, その他の

下気道疾患, 関節性リウマチ, その他の関節

症, 脊椎障害, 認知症, パーキンソン病, イ

ンスリン依存性糖尿病, インスリン非依存性

糖尿病, 視覚障害, 聴覚障害, 大腿骨骨折, 

その他の骨折）の有無を独立変数とし, 一般

化線形モデルを用いて解析した. 主傷病名登

録を用いて入院の詳細を調べた. 

【結果】研究対象者は 585 人であり, 入所

後 1 年間の医療費は平均値 857,418 円（標

準偏差 1,223,163 円）, 中央値 398,760 円

（四分位範囲 211,170-1,020,580 円), 内訳

は 65%が入院費, 24％が調剤費, 11%が外来

診療費であった. 男性は女性に比べ平均

399,873 円 (95％信頼区間：131,339-

668,406 円), 肺炎の罹患歴が有る人は無い

人に比べ平均 359,725 円(102,633-616,816

円), 統計学的に有意に医療費が増加してい

た. その他の疾患, 年齢, 要介護度, 入所前

の入院は医療費と有意な関連は認めなかっ

た. また, 主傷病名登録のある入院総月数の

うち 35％が肺炎, 29％が肺炎・慢性閉塞性

肺疾患以外の下気道疾患を占めていた. 

【結論】一市町村の医療・介護連結レセプ

トを用いて, 介護福祉施設入所後の医療費の

分布・内訳を明らかにした. 医療費の 65%

を入院費が占めており, 一部の回避可能な入

院(potentially avoidable hospitalization)を

予防することができれば医療費抑制につな

がるかもしれない. 男性および入所前の肺炎

のエピソードが医療費増加と関連を示して

おり, 呼吸器疾患による入院が多く見られた

ため, これらの要因を持つ人が入院予防策の

ターゲット集団となり得る. 

 

4. 発表タイトル：シンポジウム（若手研究

者の公衆衛生二次データ活用に向けてー国

民生活基礎調査の例から）：「学生として

基礎調査データ申請から論文作成までを経

験して学んだこと」（参考資料 5） 

【発表者】：塚崎栄里子（医学部 6 年） 

【シンポジウム抄録】：公衆衛生学に関す

る研究に興味を持つ医療系の学生は多い。

しかし、学生は倫理や手続き上の問題で扱

えないデータが多く、自分の名前で研究を

行うのが難しい。このような中、厚生労働

省は、学生でも研究に利用可能な匿名デー

タの提供を行っている。匿名データの提供

の対象者としては、「大学や学術研究を目

的とする機関に所属する研究者又は当該機

関、大学等の教育機関においては、講義等

の教育を行う指導教員又は当該機関、公的

機関など」が挙げられており、学術研究を

目的としている場合には学部生についても

申請可能である。現在利用可能な匿名デー

タは平成７年度から平成 25 年度の 7 年分の

国民生活基礎調査（世帯票、健康票、介護

票、所得票、貯蓄票）のデータである。匿

名データは、被調査者が特定されないよ

う、リサンプリングやトップコーディング
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等の秘匿措置が施された状態で提供され

る。 

私は医学部３年次より、研究室演習という

制度を通じて、筑波大学医学医療系のヘル

スサービスリサーチ研究室で指導を受け

た。データの解析を手伝ったり、研究室の

先生方の発表を拝聴したりする中で、自分

で一から研究テーマを決めて研究してみた

いという気持ちが強くなった。しかし研究

室で有するデータは先生や大学院生のみが

解析を許されていることが多く、学部生が

扱えるデータは限られていたため、この匿

名データの提供というシステムを活用する

ことにした。 

申請時点で最新であった「平成 25 年度国民

生活基礎調査データ A」の匿名データの提

供を受けた。手続きには複数の書類提出や

データを保管する場所の準備、手数料の支

払いなどが求められたが、申請より提供に

至るまでには約３ヶ月と比較的スムースに

データを提供いただいた。国民生活基礎調

査の集計客体数全 234,383 世帯のうち、リ

サンプリングされた 38,882 世帯、97,345 人

のデータが提供データには含まれており、

自分のリサーチクエスチョンを検討するた

めには十分なサンプルサイズであった。申

請したデータの解析をもとに、「気分・不

安障害が疑われる集団における精神疾患で

の通院に関連する要因の検討」という研究

について第 78 回日本公衆衛生学会総会でポ

スター発表を行い、現在論文投稿中である 

匿名データの利用実績一覧は厚生労働省の

HP 上で閲覧可能であり、大学の教授から大

学院生まで様々な方が匿名データを利用し

ていることがわかる。この機会を通じて、

厚生労働省の提供する匿名データの利用の

経験について紹介したい。 

 

以上のように、医療・介護ビッグデータを

有効に活用し新たな医学的知見を得ること

ができた。また、研究計画立案から、デー

タクリーニング、統計解析、ポスター/口演

スライド作成、学会発表、学会参加者との

ディスカッション、までの一連の流れにつ

いて、次世代を担う若手に経験してもらう

ことができた。現在、論文化に向けて尽力

している若手もおり、今後の成果が期待で

きる。 

 

II 医療・介護データ活用による研究・人材

育成（３）つくば内での招請講演 

つくば大学内のセミナーとして、本分野の

エキスパートである早稲田大学の野口晴子

教授（講演タイトル：科学的根拠に基づく

政策立案・評価（Evidence-Based Policy 

Making: EBPM)）、米国 UCSF の Moody 

Levin Sandra Yvonne 教授（講演タイト

ル：Rethinking Advance Care Planning）

の招請講演を開催し，筑波大学内の人生育

成の一環とした。 

 

III 医療・介護データ活用による研究・人材

育成（４）全国での教育講演 

本研究協力者である岩上将夫が、2020 年 9

月 7 日 (月) 〜 9 月 18 日（金）の NDB・

DPC データベース研究人材育成短期集中セ

ミナー（Web による動画配信）にて統計学

的方法論（自己対照ケースシリーズおよび

臨床予測モデル）に関する講義を行った

（参考資料 6,7）。本研究班の重要な目的の

1 つである「後進の育成」に関する活動の一

環として、筑波大の若手に限らず、日本全

国を対象にした啓蒙教育活動に関わること

ができた。 

 

以上のように、本研究分担を通じて、医

療・介護ビッグデータ研究の後進の育成実

績およびそのノウハウが順調に蓄積されて

いる。これは、今後の医療人材のあるべき

方向にも沿ったものであり、かつ学生や若

手自身が自ら意欲的に取り組める内容でも

あり、適切な指導により高い成果につなげ
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られることが示唆された。 

今後、以上の経験を生かし、それぞれの

分野やレベルの違いに応じた医療・介護ビ

ッグデータ人材教育の最適な方法論につい

てまとめていくことが必要であると考え

る。 

 

Ｆ．研究発表 

 

１．論文発表 

1 回（参考資料 1） 

Suzuki T, Iwagami M, Hamada S, 

Matsuda T, Tamiya N. Number of 

consulting medical institutions and risk of 

polypharmacy in community-dwelling 

older people under a healthcare system 

with free access: a cross-sectional study in 

Japan. BMC Health Serv Res. 

2020;20(1):359 

 

２．学会発表 

4 回（参考資料 2～5） 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし
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参考資料１：BMC Health Services Research 発表論文（鈴木俊輝）（最初の 1枚） 
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参考資料２：2020 年度日本疫学会講演スライド（鈴木愛）（最初の 3 枚） 
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参考資料３：2020 年度日本疫学会講演スライド（浜崎曜子）（最初の 3枚） 
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参考資料４：2020 年度日本公衆衛生学会講演スライド（酒井晶子）（最初の 3枚） 
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参考資料５：2020 年度日本公衆衛生学会講演スライド（塚崎栄里子）（最初の 3枚） 
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参考資料６：2020 年度 NDB・DPC データベース研究人材育成短期集中セミナー講演スライド：自

己対照ケースシリーズ（最初の 3枚） 
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参考資料７：2020 年度 NDB・DPC データベース研究人材育成短期集中セミナー講演スライド：臨

床予測モデル（最初の 3枚） 

 

 

 


